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  木材産業振興課                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

一般会計繰出金 

（特別会計） 
     385,758      385,758      375,744 (諸) 375,744 

 

 １ 目的 

      木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る金融機関への預託金について、償還預託金及び納入利息のうち、

  独立行政法人農林漁業信用基金への元利償還金を差し引いた額を一般会計に繰り出す。 

 

 

 ２ 内容 

   一般会計繰出金                        375,743,832円  ［ ＝(1)＋(2)－(3) ］ 
 

      (1) 金融機関からの預託金償還金     750,000,000円 

     (2) 金融機関からの納入利息           1,487,667円 

     (3) 信用基金への元利償還金      375,743,835円 

 

 

 ３ 平成27年度に実施した主な事業 

   一般会計繰出            385,205,203円 

 

 

 

 治山林道課                                                          （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林道関係事業 2,715,768 2,428,701 2,119,916 1,357,797

 (分)   3,000 

(負) 067,690 

(債) 382,000 

309,429

 

林 道 関 係 事 業 一 覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 

 

 

 

 

【公共・県営】  林道開設事業        森林基幹道等開設事業        116,314 

［細目事業名］                      ［平成28年度予算額］ 

〈 道整備交付金事業 計  1,036,207 〉

 公共  計            1,847,929 

 【その他】    緑資源幹線林道事業 154,387 

 林道事業    合計        2,002,316 

【災害関係】   林道災害復旧事業     117,600 

 林道関係事業予算額総計               2,119,916 

補助営 道整備交付金事業        234,820 

 

【公共・交付金】 道整備交付金事業      県営 道整備交付金事業           801,387 

〈 林道開設事業 計   481,129 〉 

【公共・補助】  林道開設事業        森林管理道開設事業         364,815 

【公共・交付金】 山のみち地域づくり交付金事業 県営山のみち地域づくり交付金事業   304,672 

〈 山のみち地域づくり交付金事業 計   304,672 〉 

【公共・補助】  林道改良事業                              25,921 

〈 林道改良事業 計   25,921 〉 
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 治山林道課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林道開設事業費 591,981    381,322    481,129    329,432

(分)  00,000 

(負)  08,190 

(債)  47,000 

96,507

 

１ 目的 

     民有林林道を整備し、森林整備基盤の充実と山村農林業の振興を図る。 

 

２ 内容 

(1) 県営林道開設事業 

（ 事業費116,314千円 予算額116,314千円 (国)55,150千円 (特)55,190千円 (-) 5,974千円 ） 

① 森林基幹道開設事業 

（事業費116,314千円 予算額116,314千円 (国)55,150千円 (特)55,190千円 (-) 5,974千円 ） 

           森林の多面的機能の発揮が期待される広域な森林地域を対象に効率的な森林施業、適正な森林管理、

併せて山村地域の振興等を図るため、起点・終点が国・県道等に連絡する骨格的な林道を開設する。 

           特に整備が必要な地域においては、次の事業を実施している。 

        ア．採択要件：・地域森林計画に登載 

                     ・利用区域森林面積 基幹道１ 2,000ha以上、 

                       基幹道２ 1,000ha以上 

                ・開設効果指数    1.2以上 

                      ・費用対効果指数    1.0以上 

        イ．負 担 率：基幹道１ (国)５０％ (市町村) ５％  (県)４５％ 

                      基幹道２ (国)５０％ (市町村)１０％  (県)４０％ 

        ウ．実施主体：高知県 

        エ．平成27年度実施箇所  ：１路線（奥大田三谷線） 

オ 平成28年度実施計画箇所：２路線（奥大田三谷線ほか） 

 

② 森林管理道開設事業 

（ 事業費 000,000千円 予算額 000,000千円 (国) 00,000千円 (特) 00,000千円 (-) 0,000千円 ）

   森林の適正な整備を推進するため、森林基幹道を補完し、直接森林整備に必要な森林管理道のうち、

利用区域森林面積 500ha以上の林道を開設する。 

         ア 採択要件：・地域森林計画に登載 

             ・利用区域森林面積 500ha以上 

             ・開設効果指数     0.9以上 

                      ・費用対効果指数    1.0以上 

      イ 負 担 率：過疎・振山   (国)５０％ (市町村)２４％  (県)２６％ 

                  その他       (国)４５％ (市町村)２９％  (県)２６％ 

        ウ 実施主体：高知県 

        エ 平成27年度実施箇所  ：１路線（島日浦線） 

      オ 平成28年度実施計画箇所：－路線 
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治山林道課                                                                   （単位：千円） 

 

 (2) 補助営林道開設事業 

（ 事業費548,565千円 予算額364,815円 (国)274,282千円 (-)90,533千円 ） 

① 森林管理道開設事業 

（事業費548,565千円 予算額364,815円 (国)274,282千円 (-)90,533千円） 

     直接森林整備に必要な森林管理道のうち、利用区域森林面積 500ha未満の林道を開設する。 

         ア 採択要件：・地域森林計画に登載 

                ・利用区域森林面積 過疎・振興山村等 30ha以上 

                                          その他           50ha以上 

                      ・開設効果指数    0.9以上 

                      ・費用対効果指数    1.0以上 

        イ 補 助 先：市町村 

       ウ 補 助 率：過疎・振山  ６５％（(国)５０％(県)１５％） 

                       その他      ６０％（(国)４５％(県)１５％） 

        エ 平成27年度実施箇所  ：１０路線（押谷線ほか） 

       オ 平成28年度実施計画箇所：１１路線（御在所線ほか） 
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治山林道課                                                                  （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林道改良事業費 83,985       53,140  25,921 21,000  4,921

  

 １ 目的 

      車両の大型化、重量化に伴い、開設当時の規格では対応できなくなった既設林道について局部的構造の質的

向上を図り、自然環境の保全など最近の社会要請に対応できるよう整備する。 

 

 

 ２ 内容 

    (1)採択要件 

① 幹 線：森林利用区域500ha以上（過疎又は振興山村は200ha以上）かつ、改良効果指数1.2以上 

② その他：森林利用区域50ha以上（過疎又は振興山村は30ha以上）かつ、改良効果指数0.9以上 

      (2)補 助 率 

① 幹 線：(国)50％ (一) 10％ 

② その他：(国)30％ (一) 20％ 

 

 

  ３ 実施箇所      

平成27年度実施箇所     ：３路線（一の谷脇ノ山線ほか） 

平成28年度実施計画箇所 ：３路線（一の谷脇ノ山線ほか） 
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治山林道課                                                                  （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

山のみち地域づくり

交付金事業費 
777,813 269,397 304,672 192,960 (債)100,000 11,712

  

 １ 目的 

      旧緑資源幹線林道を継承し、林業を中心とした総合的な地域振興を図る。 

 

 

 ２ 内容 

 県営山のみち地域づくり交付金事業 

( 事業費304,672千円 予算額304,672千円 (国) 192,960千円 (特) 100,000千円 (－) 11,712千円 ) 
 

①幹線林道事業  

ア 負 担 率：(国)７２％ (県)２８％ 

イ 実施主体：高知県  

ウ 平成27年度実施箇所  ：４路線（中村大正線ほか） 

エ 平成28年度実施計画箇所：５路線（中村大正線ほか） 
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治山林道課                                                               （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

道整備交付金 

事業費 
1,021,319 818,444 1,036,207 698,105

(分)  3,000 

(負) 59,500 

(債)235,000 

40,602

 

１ 目的 

地域における経済基盤の強化又は生活環境整備のため、交通の円滑化及び産業の振興を図る。 

 

２ 内容 

（１）県営道整備交付金事業 

( 事業費801,387千円 予算額801,387千円 (国)475,000千円 (特)297,500千円 (－)28,887千円 )

 

①森林基幹道開設事業  

森林の多面的機能の発揮が期待される広域な森林地域を対象に効率的な森林施業、適正な森林管理、

併せて山村地域の振興を図るため、起点・終点が国・県道等に連絡する骨格的な林道を開設する。 

特に整備が必要な地域においては、次の事業を実施している。 

 

・流域ネットワーク林道整備事業（流域ネットワーク） 

民有林・国有林を通じる広大な流域内で林道のネットワーク化を推進する。 

（大川村：寒風大座礼東線） 

 

・防火林道整備事業（防火林道） 

林道が有する防火機能、消火活動に果たす役割を高度に発揮するための林道を整備する。 

（香美市：河口落合線） 

 

ア 採択要件： ・地域森林計画に登載 

                      ・利用区域森林面積 基幹道１ 2,000ha以上、 

                        基幹道２ 1,000ha以上 

                                           （流域ネットワークは500ha以上） 

                 ・開設効果指数    1.2以上 

                       ・費用対効果指数    1.0以上 

 

イ 負担率：基幹道１ (国)６２．５％ (市町村)  ５％ (県)３２．５％ 

基幹道２ (国)６２．５％  (市町村)１０％  (県)２７．５％ 

ウ 実施主体：高知県 

エ 平成27年度実施箇所  ：６路線（河口落合線ほか） 

オ 平成28年度実施計画箇所：７路線（河口落合線ほか） 
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治山林道課                                                               （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

道整備交付金 

事業費 
1,021,319 818,444 1,036,207 698,105

(分)  3,000 

(負) 59,500 

(債)235,000 

40,602

 

１ 目的 

地域における経済基盤の強化又は生活環境整備のため、交通の円滑化及び産業の振興を図る。 

 

２ 内容 

（１）県営道整備交付金事業 

( 事業費801,387千円 予算額801,387千円 (国)475,000千円 (特)297,500千円 (－)28,887千円 )

 

①森林基幹道開設事業  

森林の多面的機能の発揮が期待される広域な森林地域を対象に効率的な森林施業、適正な森林管理、

併せて山村地域の振興を図るため、起点・終点が国・県道等に連絡する骨格的な林道を開設する。 

特に整備が必要な地域においては、次の事業を実施している。 

 

・流域ネットワーク林道整備事業（流域ネットワーク） 

民有林・国有林を通じる広大な流域内で林道のネットワーク化を推進する。 

（大川村：寒風大座礼東線） 

 

・防火林道整備事業（防火林道） 

林道が有する防火機能、消火活動に果たす役割を高度に発揮するための林道を整備する。 

（香美市：河口落合線） 

 

ア 採択要件： ・地域森林計画に登載 

                      ・利用区域森林面積 基幹道１ 2,000ha以上、 

                        基幹道２ 1,000ha以上 

                                           （流域ネットワークは500ha以上） 

                 ・開設効果指数    1.2以上 

                       ・費用対効果指数    1.0以上 

 

イ 負担率：基幹道１ (国)６２．５％ (市町村)  ５％ (県)３２．５％ 

基幹道２ (国)６２．５％  (市町村)１０％  (県)２７．５％ 

ウ 実施主体：高知県 

エ 平成27年度実施箇所  ：６路線（河口落合線ほか） 

オ 平成28年度実施計画箇所：７路線（河口落合線ほか） 

 

 

 

 

 

  治山林道課                                                                    （単位：千円） 

 

（２）補助営道整備交付金事業 

( 事業費495,120千円 予算額234,820千円 (国)223,105千円 (－)11,715千円 ) 

 

①森林管理道開設事業 

直接森林整備に必要な森林管理道のうち、利用区域森林面積 500ha未満の林道を開設する。 

ア 補 助 率：(国)５０％ 

イ 実施主体：市町村 

ウ 平成27年度実施箇所  ：３路線（大峠北浦線ほか） 

エ 平成28年度実施計画箇所：３路線（大峠北浦線ほか） 

 

②林道改良事業 

車両の大型化、重量化に伴い、開設当時の規格では対応できなくなった既設林道について局部的構造の

質的向上を図り、自然環境の保全など最近の社会要請に対応できるよう整備する。 

ア 補 助 率：幹線 (国)５０％ 

その他(国)３０％ 

イ 実施主体：市町村 

ウ 平成27年度実施箇所  ： ７路線（大栃線ほか） 

エ 平成28年度実施計画箇所：１０路線（大栃線ほか） 

 

③林道舗装事業 

車両の大型化、重量化による輸送力の向上に対応するとともに、通行の安全を確保するため、舗装に

よる林道の質的向上を図る。 

ア 補 助 率：幹線 (国)５０％ 

その他(国)１/３ 

イ 実施主体：市町村 

ウ 平成27年度実施箇所  ：５路線 

エ 平成28年度実施計画箇所：２路線（寒風大座礼西線ほか） 
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治山林道課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源 内 訳 

国庫支出金 特定財源      一般財源      

緑資源幹線林道 

事業費 
168,070 168,070 154,387  154,387

  

Ⅰ 緑資源幹線林道事業 （ 予算額 154,387千円 (一) 154,387千円 ） 

   １ 目的 

       旧独立行政法人緑資源機構の実施した緑資源幹線林道事業に係る県負担金の償還を行う。 

 

２ 内容 

     (1) 緑資源幹線林道事業費負担金 （ 予算額 154,387千円 (一) 154,387千円 ） 

        平成３年度から平成１９年度までの緑資源幹線林道事業に対する県負担金の償還 

          ①償 還 先：独立行政法人森林総合研究所 

          ②支払期間：事業開始年から４年間据置後、翌年度から２１年間 

※ 昭和48年度～平成２年度までは償還済 

③事業期間及び実績延長  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路 線 名 

旧 緑資源機構実績 

（S48～H19） 
 

 

事業期間 実績延長(ｋｍ) 

東津野・城川線 Ｓ４８～Ｈ８ ２７．３ 

 

小田・池川線 Ｓ４９～Ｈ１９ ２９．７ 

清水・東津野線 Ｓ５２～Ｈ１９ ３０．５ 

池川・吾北線 Ｈ３～Ｈ１９ ５．５ 

計 Ｓ４８～Ｈ１９ ９３．０ 
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治山林道課                                                                    （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林道災害復旧事業

費 
72,600 738,328 117,600 116,300  1,300

 

 １ 目的 

      林道災害を復旧し、機能回復を図る。 

      基本補助率：奥 地 （国）65％（県）0％ 

                  その他 （国）50％（県）0％ 

 

 ２ 内容 

    (1) 国庫補助の対象となる林道 

     地方公共団体、森林組合等が維持管理する林道で、林地の利用又は保全上必要な公共的施設であるもの

     

    (2) 国庫補助の対象となる災害 

     暴風、洪水、高潮、地震その他の異常な天然現象により生じた災害 

  

        ◎林道災害復旧事業年度別内訳表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 事業費 予算額 国費 県費 
 

過年災 65,000 65,000 65,000 0

２８年災 50,000 50,000 50,000 0

事務費 2,600 2,600 1,300 1,300

計 117,600 117,600 116,300 1,300

     

 ３ 平成27年度実施箇所 

        ２６年災  大豊町 下名大田口線 ほか  １２箇所 

        ２７年災  香美市 河口落合線  ほか  ３３箇所 

 

 

 ４ 事業実施主体 

    市町村 
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

(使 ) 4

4,283,249 3,234,462 3,928,347 1,744,786 (債)  1,913,000

［平成28年度予算額］

　【公共県営】

１　山地治山事業 ①　復旧治山事業 1,054,606

②　地すべり防止事業 191,938

２　水源地域等保安林整備事業 ①　水源森林総合再生対策事業 332,142

①　治山激甚災害対策特別緊急事業 278,571

②　地すべり激甚災害対策特別緊急事業 373,213

４　山地防災事業 ①　林地荒廃防止事業 750,057

②　予防治山事業 160,714

５　災害関連緊急治山等事業 ①　災害関連緊急治山事業 205,000

②　災害関連緊急地すべり防止事業 95,000

６　治山施設等災害関連事業 ①　林地荒廃防止施設等災害関連事業 9,000

　【公共補助】

１　林地崩壊対策事業 ①　林地崩壊防止事業 11,680

②　災害関連山地災害危険地区対策事業 2,720

　【県単独補助・県営】

１　山地災害防止事業 ①　県営事業 139,500

②　補助事業 52,000

２　治山計画 ①　治山計画作成委託料 22,782

②　治山施設点検委託料 10,239

　【国直轄治山事業負担金】 163,500

治山事業    合計 3,852,662

　【災害関係】

１　林地災害復旧事業 ①　林地災害復旧事業 72,100

②　林地荒廃防止施設等災害復旧調査 3,585

　治山関係事業予算額総計 3,928,347

３　治山等激甚災害対策特別緊急事業

治　 山　 関　 係　 事　 業　 一　 覧

［細目事業名］

（単位：千円）

治　山　事　業

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

270,557

事 業 名
平 成 27 年 度
当 初 予 算 額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

1,299,991 1,024,942 1,246,544 582,150
(使)       4
(債) 597,000

　１　目的

      山腹崩壊や地すべり等により被災した荒廃山地の復旧整備を実施し、森林の持つ公益的機能を回復させると

　　ともに、山地災害の防止に努め、「安心して住める県土」の確保を図る。

　２　内容

(1) 復旧治山事業　（ 予算額 1,054,606千円 (国) 492,150千円  (債) 506,000千円 (使)4千円 (一) 56,452千円 ）

台風や豪雨に起因する山腹崩壊等により、荒廃した山地の復旧整備を図る。

　①事業規模：全体計画（事業費）    7,000万円以上

　②補 助 率：工事費　（県）1/2　   (国)1/2

　③実施予定箇所：室戸市蔵ヶ谷 他21箇所

(2) 地すべり防止事業  （ 予算額 191,938千円  (国) 90,000千円  (債) 91,000千円  (一) 10,938千円 ）

地すべり防止区域内の計画的な整備を推進し、定住条件の向上・整備を図る。

　①事業規模：全体計画（事業費）　　１億円以上

　②補 助 率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

　③実施予定地区：長岡郡大豊町岩原 他3箇所

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 復旧治山事業

室戸市白壁 他16箇所

　　(2) 地すべり防止事業

長岡郡大豊町岩原 他3箇所

（単位：千円）

山地治山事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

67,390

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

1,299,991 1,024,942 1,246,544 582,150
(使)       4
(債) 597,000

　１　目的

      山腹崩壊や地すべり等により被災した荒廃山地の復旧整備を実施し、森林の持つ公益的機能を回復させると

　　ともに、山地災害の防止に努め、「安心して住める県土」の確保を図る。

　２　内容

(1) 復旧治山事業　（ 予算額 1,054,606千円 (国) 492,150千円  (債) 506,000千円 (使)4千円 (一) 56,452千円 ）

台風や豪雨に起因する山腹崩壊等により、荒廃した山地の復旧整備を図る。

　①事業規模：全体計画（事業費）    7,000万円以上

　②補 助 率：工事費　（県）1/2　   (国)1/2

　③実施予定箇所：室戸市蔵ヶ谷 他21箇所

(2) 地すべり防止事業  （ 予算額 191,938千円  (国) 90,000千円  (債) 91,000千円  (一) 10,938千円 ）

地すべり防止区域内の計画的な整備を推進し、定住条件の向上・整備を図る。

　①事業規模：全体計画（事業費）　　１億円以上

　②補 助 率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

　③実施予定地区：長岡郡大豊町岩原 他3箇所

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 復旧治山事業

室戸市白壁 他16箇所

　　(2) 地すべり防止事業

長岡郡大豊町岩原 他3箇所

（単位：千円）

山地治山事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

67,390

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

235,713 235,713 332,142 155,000 (債)159,000

　１　目的

      重要な水源地域において、荒廃森林等の整備、水土保全施設の整備、荒廃地等の復旧整備を行い、水資源の

　　確保と県土の保全を図る。

　　　また、被災保安林、劣悪保安林の復旧整備、機能低位な保安林の保育等により、保安林機能の維持・向上を

　　図る。

　２　内容

重要な水源地において、荒廃した森林等の公益的機能の回復のため総合的な復旧整備を実施する。

　①補 助 率：工事費　（県）1/2     （国）1/2

　②実施予定箇所：安芸市別役地域他1地域（安芸市別役 他5箇所）

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 水源森林総合再生対策事業

安芸市別役地域他1地域他4箇所

水源地域等保安林整備事業費 18,142

　　(1) 水源森林総合再生対策事業  （ 予算額 332,142千円  (国)155,000千円  (債)159,000千円  (－)18,142千円 ）

（単位：千円）

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

641,733 631,993 651,784 335,500 (債) 284,000

　１　目的

      平成２６年８月豪雨により著しく激甚な災害が発生した一連の地区において、緊急かつ集中的に

　　荒廃地等の復旧整備を実施し、再度災害を防止する。

　２　内容

　　(1) 治山激甚災害対策特別緊急事業

（ 予算額 278,571千円  (国) 143,000千円  (債) 122,000千円  (一) 13,571千円 ）

台風により被害が発生した、荒廃山地の復旧整備を図る。

　①補 助 率：工事費　（県）4.5/10　   (国)5.5/10

　②実施予定箇所：長岡郡大豊町三谷 他4箇所

　　(2) 地すべり激甚災害対策特別緊急事業  

（ 予算額 373,213千円  (国) 192,500千円  (債) 162,000千円  (一) 18,713千円 ）

台風により被害が発生した、地すべり地の復旧整備を図る。

　①補 助 率：工事費　（県）4.5/10　   (国)5.5/10

　②実施予定地区：長岡郡大豊町寺内 他5箇所

（単位：千円）

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

治山等激甚災害対策
特別緊急事業費

32,284
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

641,733 631,993 651,784 335,500 (債) 284,000

　１　目的

      平成２６年８月豪雨により著しく激甚な災害が発生した一連の地区において、緊急かつ集中的に

　　荒廃地等の復旧整備を実施し、再度災害を防止する。

　２　内容

　　(1) 治山激甚災害対策特別緊急事業

（ 予算額 278,571千円  (国) 143,000千円  (債) 122,000千円  (一) 13,571千円 ）

台風により被害が発生した、荒廃山地の復旧整備を図る。

　①補 助 率：工事費　（県）4.5/10　   (国)5.5/10

　②実施予定箇所：長岡郡大豊町三谷 他4箇所

　　(2) 地すべり激甚災害対策特別緊急事業  

（ 予算額 373,213千円  (国) 192,500千円  (債) 162,000千円  (一) 18,713千円 ）

台風により被害が発生した、地すべり地の復旧整備を図る。

　①補 助 率：工事費　（県）4.5/10　   (国)5.5/10

　②実施予定地区：長岡郡大豊町寺内 他5箇所

（単位：千円）

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

治山等激甚災害対策
特別緊急事業費

32,284
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

1,291,068 817,068 910,771 425,027 (債)437,000

　１　目的

　２　内容

(1) 林地荒廃防止事業　（予算額 750,057千円  (国)350,027千円  (債) 360,000千円  (-) 40,030千円 ）

①事業規模：年度計画（事業費）　　400万円以上

②補 助 率：工事費　（県）1/2   （国）1/2

③実施予定箇所：室戸市中川内 他22箇所

(2) 予防治山事業 （ 予算額 160,714千円  (国) 75,000千円  (債) 77,000千円  (－) 8,714千円 ）

水源のかん養及び山地災害の防止のために荒廃危険山地の崩壊等を予防する。

①事業規模：年度計画（事業費）　　山腹　800万円以上、　渓流　1,500万円以上

②補 助 率：工事費　（県）1/2   （国）1/2

③実施予定箇所：高岡郡津野町長谷　他3箇所

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 林地荒廃防止事業

安芸郡北川村長山　他23個所

　　(2) 漁場保全の森づくり事業

吾川郡仁淀川町下名野川地域

　　(3) 予防治山事業

室戸市津呂 他2箇所

山地災害を未然に防止するために整備を図る。

　　　天然現象に起因する崩壊地や、崩壊の可能性の濃厚な山地の復旧整備を実施し、森林の公益的機能の回復を

　　図る。

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

48,744山地防災事業費

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

300,000 119,888 300,000 186,951 (債) 101,000

　１　目的

　２　内容

(1)　災害関連緊急治山事業（ 予算額　205,000千円  (国) 127,556千円  (債) 69,000千円  (-) 8,444千円 ）

当年に発生した新生崩壊地について緊急に復旧整備を図る。

①事業規模：（事業費）    600万円を越える事業

②補 助 率：工事費　（県）1/3     （国）2/3

(2)　災害関連緊急地すべり防止事業（ 予算額　95,000千円  (国)59,395千円  (債)32,000千円  (-)3,605千円 ）

①事業規模：（事業費）    600万円を越える事業

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 災害関連緊急治山事業

安芸郡北川村宗ノ上　他1箇所

（単位：千円）

②補 助 率：事業費（渓間）　（県）1/3     （国）2/3
　　　　　　事業費（山腹）　（県）1/2　　 （国）1/2

災害関連緊急治山等事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

12,049

　　　当年に発生した災害であって、緊急に復旧整備の必要な箇所について実施する。

地すべり防止区域内（指定予定地を含む）で当年に発生した新生地すべり等について、緊急に復旧整

          備を図る。

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

300,000 119,888 300,000 186,951 (債) 101,000

　１　目的

　２　内容

(1)　災害関連緊急治山事業（ 予算額　205,000千円  (国) 127,556千円  (債) 69,000千円  (-) 8,444千円 ）

当年に発生した新生崩壊地について緊急に復旧整備を図る。

①事業規模：（事業費）    600万円を越える事業

②補 助 率：工事費　（県）1/3     （国）2/3

(2)　災害関連緊急地すべり防止事業（ 予算額　95,000千円  (国)59,395千円  (債)32,000千円  (-)3,605千円 ）

①事業規模：（事業費）    600万円を越える事業

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1) 災害関連緊急治山事業

安芸郡北川村宗ノ上　他1箇所

（単位：千円）

②補 助 率：事業費（渓間）　（県）1/3     （国）2/3
　　　　　　事業費（山腹）　（県）1/2　　 （国）1/2

災害関連緊急治山等事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

12,049

　　　当年に発生した災害であって、緊急に復旧整備の必要な箇所について実施する。

地すべり防止区域内（指定予定地を含む）で当年に発生した新生地すべり等について、緊急に復旧整

          備を図る。

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

9,000 0 9,000 4,284 (債)　4,000

　１　目的

　２　内容

(1) 林地荒廃防止施設等災害関連事業  ( 予算額 9,000千円  (国) 4,284千円  (債) 4,000千円  (－) 716千円 )

②補 助 率：工事費　（国）1/2　（県）1/2

　　　　　果が期待できないと認められる場合に、これと合併して行う当該施設又はこれを含めた一連の施設の改

　　　　　良事業を行う。

　　　　　　連事業の工事費が800万以上

①事業規模：全体工事費のうち、災害関連事業の工事費の占める割合が５割以下であり、かつ災害関

　　負担法の適用を受ける林地荒廃防止施設災害復旧事業の施行のみでは、再度災害の防止に十分な効

治山施設等災害関連事業費 716

平成28年度
当初予算額

　　　林地荒廃防止施設の復旧にあわせて新生崩壊地の復旧を図る。

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

14,400 0 14,400 10,100

　１　目的

　２　内容

　　(1)　林地崩壊防止事業（ 予算額 11,680千円  (国）8,240千円  (一) 3,440千円 ）

激甚災害により発生した新生崩壊地の早期復旧を図る。

　②補 助 率：補助対象事業費　（一）2/10     （国）5/10

　　(2)　災害関連山地災害危険地区対策事業（ 予算額 2,720千円  (国) 1,860千円  (一) 860千円 ）

山地災害危険地区において降雨等により発生した荒廃山地の早期復旧を図る。

　②補 助 率：補助対象事業費　（一）2/10     （国）4～4.75/10

　３　事業実施主体

　　　　市町村

（単位：千円）

　①補助対象：その年の当該事業の総額が300万円を超える市町村又は前年度の標準税収入額の10％

　    山地に起因する災害箇所で、保全対象並びに復旧工事の規模等から見て、災害関連緊急治山等事業として採

　  択されない箇所に対し、林地の保全上必要な施設を新設し、再度災害を防止する。

林地崩壊対策事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

4,300

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

            　を超える事業

　　　　　　　以上を越える市町村であって、1箇所の事業費が200万円以上の事業

　①補助対象：その年の当該事業の総額が400万円以上の市町村であって、1箇所の事業費が200万円
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

14,400 0 14,400 10,100

　１　目的

　２　内容

　　(1)　林地崩壊防止事業（ 予算額 11,680千円  (国）8,240千円  (一) 3,440千円 ）

激甚災害により発生した新生崩壊地の早期復旧を図る。

　②補 助 率：補助対象事業費　（一）2/10     （国）5/10

　　(2)　災害関連山地災害危険地区対策事業（ 予算額 2,720千円  (国) 1,860千円  (一) 860千円 ）

山地災害危険地区において降雨等により発生した荒廃山地の早期復旧を図る。

　②補 助 率：補助対象事業費　（一）2/10     （国）4～4.75/10

　３　事業実施主体

　　　　市町村

（単位：千円）

　①補助対象：その年の当該事業の総額が300万円を超える市町村又は前年度の標準税収入額の10％

　    山地に起因する災害箇所で、保全対象並びに復旧工事の規模等から見て、災害関連緊急治山等事業として採

　  択されない箇所に対し、林地の保全上必要な施設を新設し、再度災害を防止する。

林地崩壊対策事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

4,300

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

            　を超える事業

　　　　　　　以上を越える市町村であって、1箇所の事業費が200万円以上の事業

　①補助対象：その年の当該事業の総額が400万円以上の市町村であって、1箇所の事業費が200万円
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

216,500 216,500 191,500 （債）158,000

　１　目的

　２　内容

　　(1)　県営事業

　 公共治山事業に採択されない治山施設の維持修繕

津波避難場所などの保全

　　(2)　補助事業（市町村営）

事業費 補助金 工事請負費 委託料

52,000 52,000 0 0

191,500 52,000 134,000 5,500

　３　平成27年度に実施した箇所

　　(1)　県営事業

　 安芸郡東洋町生見　他36箇所

　　(2)　補助事業（市町村営）

安芸市別役 他17箇所

（単位：千円）

山地災害防止事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

33,500

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額

　　　公共治山、林地崩壊防止事業等に採択されない崩壊地の復旧整備や治山施設の維持修繕等を実施する。

　　　　　町村が行う事業に対して補助する。

合計

公共治山事業で採択されない小規模な崩壊地又は崩壊の恐れのある林地の復旧整備を行うために、市

区 分

補助：市町村営

県営：維持修繕等 139,500 0 134,000 5,500

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

32,670 24,791 33,021

　１　目的

　２　内容

　　(1)　治山計画作成委託料（ 予算額 22,782千円  (一) 22,782千円 ）

翌年度に施工する治山計画箇所のヒアリング資料の作成

　事業規模：92箇所程度

　　(2)　治山施設点検委託料（ 予算額 10,239千円  (一) 10,239千円 ）

既存の治山施設における異常の有無等の点検・調査

　    治山事業を円滑に推進するため、翌年度に実施する治山事業箇所の計画書の作成及び既設の治山施設の点検

　   を行う。

（単位：千円）

治 山 計 画 費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

33,021

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

32,670 24,791 33,021

　１　目的

　２　内容

　　(1)　治山計画作成委託料（ 予算額 22,782千円  (一) 22,782千円 ）

翌年度に施工する治山計画箇所のヒアリング資料の作成

　事業規模：92箇所程度

　　(2)　治山施設点検委託料（ 予算額 10,239千円  (一) 10,239千円 ）

既存の治山施設における異常の有無等の点検・調査

　    治山事業を円滑に推進するため、翌年度に実施する治山事業箇所の計画書の作成及び既設の治山施設の点検

　   を行う。

（単位：千円）

治 山 計 画 費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

33,021

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

167,474 163,567 163,500 (債)147,000

　１　目的

　２　内容

(国) (債) (－)

奈半利川 456,000 380,000 68,400 7,600

計 456,000 380,000 68,400 7,600

南小川 525,000 437,500 78,600 8,900

計 525,000 437,500 78,600 8,900

981,000 817,500 147,000 16,500 ２地区

※（債）＋（－）の算出係数（事業費に対する県の負担率）

　　　１－｛２／３（１＋０．２５）｝＝０．１６７

（単位：千円）

予定
地区数

財源内訳（予定）

平成28年度
当初予算額

　    民有林内の大規模荒廃地又は地すべり防止区域、若しくは高度の技術を要するもので、国が復旧整備を図る

地方負担金
対象事業費

平成27年度
最終予算額

地区名

事 業 名

1地区

　  ものに対し、県が経費の一部を負担する。

合　　　　　計

平成27年度
当初予算額

国直轄治山事業費負担金

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

事業区分

１地区

16,500

直轄治山

地すべり防止

　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

74,700 0 75,685 45,774 (債) 26,000

　１　目的

　２　内容

　　(1)　林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設災害復旧事業

異常な天然現象等によって被災した、林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設の災害復旧を行う。

　　(2)　林地荒廃防止施設等災害復旧調査設計費（ 予算額 3,585千円  (一)3,585千円 ）

地すべり性崩壊等により被災した施設の高度な復旧計画を立案するために行う測量・調査

　　　被災した治山施設を復旧して、施設の機能回復を図る。

　　　　　（ 予算額 72,100千円  (国) 45,774千円  (債) 26,000千円  (一) 326千円 ）

（単位：千円）

林地災害復旧事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

3,911

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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　治山林道課

国庫支出金 特 定 財 源

74,700 0 75,685 45,774 (債) 26,000

　１　目的

　２　内容

　　(1)　林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設災害復旧事業

異常な天然現象等によって被災した、林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設の災害復旧を行う。

　　(2)　林地荒廃防止施設等災害復旧調査設計費（ 予算額 3,585千円  (一)3,585千円 ）

地すべり性崩壊等により被災した施設の高度な復旧計画を立案するために行う測量・調査

　　　被災した治山施設を復旧して、施設の機能回復を図る。

　　　　　（ 予算額 72,100千円  (国) 45,774千円  (債) 26,000千円  (一) 326千円 ）

（単位：千円）

林地災害復旧事業費

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

3,911

事 業 名
平成27年度
当初予算額

平成27年度
最終予算額

平成28年度
当初予算額
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  治山林道課                                                                    （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

保安林整備費      19,387 21,451 23,172       11,750  (諸)     58       11,364  

 

  Ⅰ 保安林整備費 （ 22,611千円 (国)11,750千円  (諸)58千円  (-)10,803千円 ） 

１ 目的 

        保安林の指定及び伐採許可等の適正な管理を行う。 

   

   ２ 内容 

     (1) 保安林の指定・解除等 

           森林法第２５条に定める保安林の指定、同第２６条の解除及び保安林指定施業要件の変更 

① 保安林指定                         5箇所 

② 新生崩壊地保安林指定            50箇所 

③ 保安林指定施業要件変更               234箇所 

              ④ 保安林解除                            13箇所 

   (2) 立木伐採許可申請などの処理             350件 

   (3) 保安林情報整備委託料（ 803千円 (-) 803千円 ） 

       保安林台帳附属図の作成を行う。 

             委託先：未定 

   (4) 衛星デジタル画像データ整備委託料（ 3,123千円 (国) 3,123千円） 

      県内全域の衛星デジタル画像データ、オルソ化データを整備する。 

       委託先：未定 

(5)保安林管理情報システム運用保守委託料（ 2,231千円 (-) 2,231千円 ） 

            保安林管理情報システムの保守管理を委託する。 

        委託先：㈱高知電子計算センター 

(6) 保安林台帳異動状況調査委託料（ 1,714千円 (-) 1,714千円 ） 

            保安林台帳を土地登記簿情報により修正する。 

委託先：未定 

   (7) 保安林標識設置委託料（ 851千円 (-) 851千円 ） 

       新たに指定した保安林内への標識設置及び既設標識の改設を行う。 

        委託先：未定 

   (8) 保安林整備事業損失補償金（ 997千円 (国) 486千円  (-) 511千円 ） 

       保安林の指定によって生ずる損失の補償を行う。 

   (9) 事務費等（ 12,892千円 (国) 8,141千円  (諸) 58千円  (-) 4,693千円 ） 

 

３ 平成27年度の保安林の指定・解除実績 

   (1) 指定  555.23h a 

    (2) 解除     11箇所 
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  治山林道課                                                                    （単位：千円） 

Ⅱ 林地開発規制実施事業費（ 561千円 (-) 561千円 ） 

  １ 目的 

    森林法に基づき、地域森林計画対象民有林(保安林を除く)の１haを超える開発行為に対して規制を行う。

   

 ２ 内容 

   (1) 開発許可審査 

          ①開発行為の事前指導 

              開発行為の情報収集並びに開発行為の適合性について調査指導、助言を行う。 

          ②開発行為の許可事務 

              開発行為許可申請の受理、現地調査、審査などを行い、森林審議会への諮問、許可、不許可の決定

       を行う。 

          ③開発行為の連絡調整（協議）事務 

              公共団体などが行う開発行為で許可の適用を受けない案件について協議を行い、他法令との調整及び

       現地調査のうえ結果を通知する。 

     (2) 開発許可監督 

            許可条件不履行状況などの現地調査を行い、指導監督及び完了の確認を行う。 

     (3) ブロック会議及び研修 

            地区別ブロック会議及び許可制度実施研修へ出席する。 

 

   ３ 平成27年度の林地開発許可及び協議実績 

     (1) 林地開発許可（新規 6件、変更 2件） 

     (2) 林地開発協議（新規 1件） 

 

 




